





























































行」については、中国が建国された 1949 年 10 月 1日から 2週間余り経った同月 18日に
福建省の廈門� � �で設立された「中国旅行社」にその名称を確認することができる９）。1996 年
10 月 15 日に公布、即日施行された「旅行社管理条例」でも「旅行社」の名称が使用され







































































































111 条 1項 3号で定義される包括旅遊契約を締結していることが必要となる。
（２）旅遊法の適用範囲





























































































































される。ただし、同法が第 9章で規定する法的責任（同法 95条～110 条）は、観光地の法
的責任を規定する同法 105 条と 106 条、旅遊主管部門及び関係部門の職員が監督管理の職
責履行中に職権濫用、職務怠慢、情実不正があったものの犯罪を構成しない場合を規定す
























































すること自体が合法的な枠組みから逸脱する。2014 年 11 月 1日に施行された「中華人民












30 年の明暗──とける国境、ゆらぐ国内』世界思想社、2009 年、33 頁。
３）中国では「游」、台湾では「」と表記するが、いずれも本文中では日本の常用漢字の「遊」を使用
する。
４）中国旅行遊覧事業管理局の創設は、1964 年 6 月 5 日に周恩来（国務院総理）によって出された「国
務院提 全国人民代表大会常务委員会批准設立中国旅行遊覽事業管理局的議案」に基づく。なお、





６）日本では 1930 年に勅令 83 号国際観光局官制によって鉄道省に国際観光局が創設されている。関連

















15）旅游法適用問答讀本編写組編写『旅游法適用問答讀本』法律出版社、2013 年 6 月、3頁。
16）TSA: RMF2000 の"Tourism is defined as the activities of persons traveling to and staying in places outside their
usual environment for not more than one consecutive year for leisure, business and other purposes not related to
the exercise of an activity remunerated from within the place visited." 詳しくは、佐竹真一「ツーリズムと
観光の定義──その語源的考察、および、初期の使用例から得られる教訓」『大阪観光大学紀要第 10
号』（2010 年 3 月、91 頁～92 頁）、上田卓爾「明治期を主とした『海外観光旅行』について」『名古
屋外国語大学現代国際学部紀要第 6号』（2010 年 3 月、42 頁～43 頁）を参照。
17）全国人民代表大会常務委員会法制工作委員会編、李飛・邵琪偉主編『中華人民共和国旅游法釈義』
法律出版社、2013 年 8 月、6頁。なお、「世界旅遊組織」とは UNWTOを指す。





2013 年 9 月、114 頁～132 頁。森・濱田松本法律事務所弁護士:射手矢好雄編集代表『中国経済六法』
日本国際貿易促進協会、2014 年 1 月、2575 頁～2587 頁。
20）一般社団法人日本旅行業協会のサイト（会員・旅行業のみなさまへ：TOPICS 2013 年 10 月 1 日：中
国の「旅遊法」の施行について）「2. JATA和訳の中国「旅遊法」（参考）http://www.jata-net.or.jp/mem
ber/topics/2013/pdf/china_translation.pdf」





23）零負団費の問題に関しては、傳林放「論“零負団費”的法律治理」『旅游学刊第 25 巻第 9期』（2010
年 9 月、71 頁～76 頁）、朱斌・王瑩「我国旅游業“零負団費”現象初探」『価格理論與実践 2013 年
第 3期総第 345 期』（2013 年 3 月、43 頁～44 頁）、史慧俊「旅游“零負団費”現象的成因及治理」
『内蒙古農業科技 2011 年第 1期』（2011 年 2 月、21 頁～23 頁）を参照。
24）１元を 19 円として換算すると 1万 7 千円余り。
25）１元を 19 円として換算すると 380 万円、ツアー客一人当たり 14 万 6 千円余り。
26）「従案例看《旅游法》帯来的変化」『工会博覧（下旬版）2013 年第 9期』2013 年 9 月、6頁。
27）楊富斌・蘇号朋、前掲書注 21、12 頁。
28）中国から多くのツーリストを受け入れている韓国では、旅遊法についての先行研究を確認できる。
例えば、백다미「중국 여유법 시행이 관광투자유치에 미치는 영향」『관광투자 뉴스레터 2 0 1 4 년 봄
호』（한국관광공사＜http://invest.visitkorea.or.kr/＞ 투자동향 전문가기고 250 등록일 2014 年 3 月 24
日）、최경은『중국 여유법 시행 이후 관광 동향 분석 및 정책과제』（한국문화관광연구원、2014 年 6
月）。また、香港の商務及經濟發展局工商及旅科旅事務署（Tourism Commission）は、2013 年 10
月 28 日付の討論資料の形で Legislative Council Panel on Economic Development：The Impact on the
Tourism Sector in Hong Kong of the Tourism Law of the People's Republic of China を公表している。
29）中国旅游出版社編『中華人民共和国旅游法：漢英対照』中国旅游出版社､2013 年。
30）原文では「境内」。
31）旅遊法 111 条 1 項 4 号は「組団社，是指與旅游者訂立包価旅游合同的旅行社」（団体を組織した会社



















43）1997 年 4 月 21 日に設立された中国共産党中央直属の機関。中国共産党中央宣伝部の上位機関とし
て、中国全土の宣伝工作を掌握する。
44）自助遊の問題に解して旅遊法の立法不足を指摘した論考として、高春艷・譚琳「“驢友”自助旅游的
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